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2020年、アメリカ合衆国を揺るがしたのはコロナウイルスの流行
だけではなかった。本稿では、パンデミックに加え、ブラック・ライ
ブズ・マター（BLM）と大統領選を経験したアメリカの宗教状況を、
信教の自由をキーワードとして論じる。

1 さとうせいこ：聖心女子大学ほか非常勤講師
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『現代宗教 2021』のための本稿を書いている現在、すなわち 2020年
の半ばというこの時にアメリカ合衆国の宗教状況を語る上では、3つの
要素を考慮に入れることが必須であろう1）。第一に挙げられるのはもち
ろん新型コロナウイルスの世界的流行であり、「宗教と感染症」という
本誌の特集はこのパンデミックを背景に用意されている。二つ目はブ
ラック・ライブズ・マター運動（以下、BLM）の再燃である。2013年
に社会現象となったBLMは以降も継続的に活動していたが、2020年 5
月 25日の警察暴力事件を機に、全米、全世界に抗議活動が広まり新た
な盛り上がりが見られた。そして第三に、2020年という 4の倍数の年
はアメリカ大統領選挙の年でもあった。コロナやBLMといった社会全
体を揺るがす大事件への対応は、11月の選挙結果を左右しかねない。
そのことを念頭に置きつつ繰り出された現職トランプ大統領の言動は、
状況全体に大きな影響を与えた。
ここで、トランプがアメリカの宗教に対しどのような影響を与えてき
た大統領であったかを確認しておこう。2016年の大統領選に際し、大
手メディアが劣勢を伝えていたトランプが当選したことは人々を驚かせ
た。出口調査で明らかとなったのは、白人の福音派が 5人に 4人という
圧倒的割合でトランプに票を投じ、この結果を生み出す大きな力となっ
たことだった2）。福音派はアメリカの人口の 25％（白人の福音派に限れ
ば 17％）ほどを占める、プロテスタントの一派である3）。聖書の無謬性
や神による生まれなおし（ボーン・アゲイン）の体験を重視し、生活全
体を信仰によって律しようとする熱心な人が多い。福音派として知られ
たペンスを副大統領に指名したことにもみられるように、トランプは選
挙戦開始以来ずっと、福音派を彼の支持層として重視する姿勢を示して
きた。その戦略はかなりの程度成功し、2020年の調査においてもトラ
ンプと白人福音派の相思相愛が続いていることがわかる4）。
保守政党共和党による福音派の重視は今に始まったものではない。

1970年代における保守再編以来、共和党は宗教熱心で保守的な価値観
を持つ「宗教右派」（その中には福音派だけではなく、カトリックやモル
モン教徒も含まれる）を重要な支持層とみなし、人工妊娠中絶反対、同
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性婚反対といった彼らの立場を代表してきた。90年代には共和党を支
持する保守と民主党を支持するリベラルの間の「文化戦争」が論じられ
るようになったが、2020年現在、前者の一画を宗教右派が支える状況
が変わらない一方、後者の間では宗教離れが一層顕著になりつつある。
無宗教を自認するアメリカ人は急増しており、その政治的選好はリベラ
ル政党民主党に大きく偏っているのだ5）。かつて社会学者ロバート・ベ
ラーは、ユダヤ・キリスト教という聖書の宗教に根ざしたアメリカの
「市民宗教」が国家の統合を支えていると論じたが、現在の合衆国にお
いて、宗教はむしろ社会を分裂させる要因として語られる6）。

2020年 6月 1日、BLMを背景にワシントンDCで放火事件が起こっ
た直後のこの日、トランプはアメリカにおける宗教――厳密には、歴史
的な多数派の宗教であるキリスト教――の公的意味を考察する上で、繰
り返し参照されるようになるであろう、パフォーマンスを行った。夕
方、トランプはホワイトハウスの庭で記者会見を行った後、突然徒歩で
ホワイトハウスを出ると、通りを一本越えて建つ教会の前に立ち、手に
持った聖書を掲げ、アメリカは偉大であるとの短いスピーチを行った。
記者会見直後に行われたパフォーマンスは集まった報道陣を引き連れて
のものであり、聖書を持った姿を写真や映像に収めさせることを目的と
したことが明らかだった。
だが、記録されていたのはこれだけではなかった。会見の直前まで、
ホワイトハウスと教会の周囲にはBLMのデモ参加者が集まっており、
公道上で平和的デモが行われていた。彼らは何も告げられることのない
まま、武装した警察官によって追い立てられ、トランプのパフォーマン
スのための場が設けられたのである。その際には催涙弾までもが使用さ
れた。報道陣のカメラは、この一連の過程すべてを録画していた。
トランプの聖書パフォーマンスは、アメリカの市民宗教による統合の
伝統を意識したものであっただろう。だが、大統領の権力によって市民
を暴力で排除した空間で行われたこのパフォーマンスはそうした役割を
果たしたようにはまるで見えず、また、そもそもそれを目的としていた
ようにすら思われない。それはトランプを継続的に支持してきた宗教右
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派という、ごく限られた人々に向けられたアピールとしか見えないもの
であった。
逆に言えば、これはパフォーマンスを好意的に捉えると予想された彼
の宗教的支持者たちは、BLMに冷淡との見込みがトランプ陣営にあっ
たことを示すものであろう。BLMが広範な支持を受けていることは確
かだが批判者もおり、その中からは「すべての命は大切」を唱える運動、
All Lives Matterも生まれ、一定の影響力を持つようになった。一見し
てBLMよりも幅の広い主張を行うように見えるALMは、アメリカの
黒人が被る構造的差別の根深さを矮小化するものにほかならない7）。
近年、アメリカの福音派やプロテスタンティズムの研究者たちは、国
家の主流文化を作ってきたこの宗教伝統と、その中核に存在してきた人
種主義との関係についての研究を加速させつつある8）。「キリスト教国
アメリカ」のイデオロギーはしばしば無言のうちに「白人のキリスト教
国アメリカ」を意味してきたとの議論は、BLMのデモ参加者を蹴散ら
して聖書を掲げたトランプの姿によって、正しさを証明されてしまった
ように思われる。
本稿ではコロナ、BLM、そして大統領選に揺れた 2020年のアメリカ
の宗教状況を「信教の自由」をキーワードとして論じる。アメリカの信
教の自由は建国直後から憲法による保護を受け、政治的党派を問わず尊
ばれてきたもののはずであった。だが、近年の共和党やトランプ政権の
宗教右派に好意的な政策は信教の自由の名のもとに進められており、一
見中立的な信教の自由が差別や不平等を温存しているのではないかとの
懸念も存在する。現代の信教の自由は、自分たちだけの独自の事実
（alternative facts）を維持する、他とは隔絶された空間の中に生きる自
由を意味しているようにすら見えてしまう。そしてその影響はコロナ禍
の下の宗教のあり方にも及んでいる。

宗教集会と信教の自由

アメリカにおけるコロナ禍と宗教の関わりは、第一には教会に集まる
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自由と感染対策のどちらが優先されるべきかという問題として語られ
た。2014年の調査によれば、アメリカ人のうち、宗教儀礼への参加（キ
リスト教徒の場合、典型的には毎週安息日の教会での礼拝参加を意味す
る）が週 1回、月 1回、ほぼない人の割合は、それぞれ 36％、33％、
30％となっている。アメリカ人の 70％ほどがキリスト教徒（そして
77％ほどが何らかの信仰を持っており、無宗教は 23％ほど）というこ
とを念頭においた場合、この数字は少なく見えるかもしれない。だが、
ヨーロッパ諸国ではキリスト教徒としてのアイデンティティを持ちつつ
ほとんど教会に行かない人が非常に多い。日本でも、仏教寺院に家の墓
があるが寺と疎遠な人は多いだろう。少なくともこうした社会に比較し
て、アメリカ人のキリスト教徒は熱心に教会に通い詰めるということが
できる。福音派に限れば週 1回以上宗教儀礼に参加する人は 58％にも
上る9）。
加えて、教会に集まることは特別視され、例えば趣味のサークルに集
まるのとは次元の異なる行為とみなされる。1791年以来、アメリカの
憲法は連邦議会が宗教の実践を妨げることはできないことを明記し、教
会に集まることは憲法上認められた信教の自由の享受と考えられてい
る。特別な祭日には普段より多くの人が教会に行くものだが、2020年
の復活祭の 4月 12日には、既に全米でコロナ流行が深刻化しつつあっ
た。この頃には生活に必要不可欠な店以外の閉鎖を求める都市もあった
が、少なからぬ人々が教会での礼拝を必要不可欠とみなし、ここにおい
て、感染対策のための規制が信教の自由を脅かすとの語りがなされるこ
とになった10）。
感染対策も大事だが信教の自由も大事だという意見は、各州の集会規
制に反映された。連邦制の下、州の独立性が強いアメリカにおいて、
人々の生活にかかわる決定の大半は各州政府が個別に行う。コロナウイ
ルス流行下、各州は様々な形で集会の禁止を行ったが、教会での集会は
特別な扱いを受けることになった。ピュー・リサーチ・センターのまと
めによれば、2020年 4月 27日時点で、全米 50州中、宗教集会も含め
完全に集会が禁止されたのは 10州のみ、多くが人数制限つきで集会を
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許可し、15州については一切の制限が設けられなかった11）。
もちろん、多くの教会は集会をコロナ流行以前と同じ形で行っている
わけではなく、政府による規制に従いつつ、場合によってはそれ以上に
徹底的に、様々な感染対策をとっている。そもそもアメリカ人の 79％
は教会が集会規制の対象外となることに反対との調査結果も出てい
る12）。他人との接触を避けるため、コロナ流行以前から広く普及してい
たテレビ礼拝やオンライン礼拝が一層活用された。一時は廃れていた、
駐車場で車に乗ったまま参加するドライブイン・スタイルの礼拝も行わ
れるようになった13）。
同時に、ぜひとも対面での礼拝を実施したいとの声は一部で根強く、
間隔を開ける、参加人数を制限する、屋外で実施する、マスクの着用を
義務付けるなどの対策を施しつつ、人を実際に集める教会も見られた。
アメリカ全体としては感染者が増加し続ける 2020年 6月に福音派系の
機関が行った調査では、回答した全米 46州、767の教会のうち、33％
が何らかの対面集会を実施していた。教会に実際に集まることを求める
人々は、感染対策と政府による規制との双方に折り合いをつけつつ、工
夫を施しながら礼拝をおこなっている14）。
しかしながら、アメリカの場合は 2020年半ばに至っても、コロナウ
イルスは感染しても深刻な影響をもたらさないと考えるコロナ非脅威論
者や、マスク着用を拒むマスク不要論者がかなりの人数存在した。それ
に加えて、上述のような、信教の自由にきわめて高い価値を置く人々が
多くいる。これらの議論が交わるところから、政府による宗教集会の規
制は、権力による信教の自由の剥奪、憲法違反の権利の侵害に他ならな
いとの声が挙がり、全米各地で様々な訴訟が起こされている15）。
法廷に訴えるまでもなく、あえて規制に反して集会を行う人々の姿も
見られた。キリスト教シンガーのショーン・フォイトは 2020年 7月以
降、西海岸の様々な都市やその近郊で、規制に反して数千人を集める礼
拝イベントを行った。フォイトのイベントは、カリフォルニア州が礼拝
中の合唱を禁止したことをきっかけに開始されたが、集まった人々はあ
えて皆で歌い、腕を組むなど社会的距離を無視した行動をとった16）。以
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下に引用するのは、フォイトが集めた署名に付された運動の趣意書の一
部である。

政府の命令や社会的な迫害を逃れ、自由に神を礼拝したいという
熱意は、アメリカに最初に住み着いた人々が大洋と未開のフロンティ
アを越えて美しきこの地に至る原動力となった。そして万人が平等
に創造され、生命と自由に対する不可侵の権利を誰も否定されては
ならないという明快な前提に基づき、新たな国家を築いたのだ。
だが、神を礼拝し、神の言葉に従う我々の自由は、前例のない攻
撃を受けるようになった。権力を握る政治家と巨大ソーシャルメ
ディアが、信教の自由に対する不当な迫害に関与し、信仰者を沈黙
させ、声を上げることを禁じ、神の善を宣べるという神が与えたも
うた権利を真っ向から攻撃している17）。

信教の自由をアメリカ建国と結びつけ、権利や自由の侵害という言葉で
政治家やメディアを批判する。この文脈においては、政府の命に逆らう
ことこそが神に従うことであり、同時にアメリカの自由な精神を体現し
ているということになる。
また、この問題を考えるうえでもう一つ注目しなければならないの
は、教会再開の是非についての意見が人種間で大きく割れ、規制を批判
しあえて命令に反する人々が白人に偏っていたという点である。2020
年 7月の調査によれば、教会を再開しても安全であると考える人々の割
合（「とても安全」「それなりに安全」の合計）は、白人 72％、黒人
49％、ヒスパニック 51％と、白人とそれ以外で差が生まれた18）。但し、
理由はいまだ不明であるものの、アメリカにおけるコロナウイルスの影
響には人種による大きな違いが出ており、黒人とヒスパニックの感染率
や死亡率が白人よりも明らかに高いことに注意が必要だろう19）。
上記フォイトら、規制に真っ向から反対してあえて大人数の集会を実
施している人々の間からは、宗教集会とBLMのデモを比較し、前者が
規制され、後者が実施されることが「二重基準」であるとの不満も発さ
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れている20）。2020年 8月、保守の立場から多数の宗教関連訴訟を引き
受ける法律事務所、トマス・モア・ソサエティは、カリフォルニアのメ
ガチャーチを率いる有力牧師、ジョン・マッカーサーが規制に反して大
人数での集会を再開したことに歩調を合わせ、規制を行うカリフォルニ
ア州知事らを訴えた。その際、トマス・モア・ソサエティは「人種主義」
や「警察暴力」に反対する「政治的プロテスト」を「特権化された集団」
と呼び、デモが州知事の支持を受けて規制されなかった一方で、教会に
対して規制が施されているのは、「教会の狙い撃ちである」との批判を
加えた21）。

トランプ政権の下の分断とコロナ禍

コロナ流行下での教会のあり方についての意見が人種間で割れている
という調査結果は、この問題に対する人々の意見、そしてコロナ流行に
関する意見全般が、政党の選好によって割れているという結果とも連動
している。現在のアメリカにおいて、黒人やその他のマイノリティは民
主党支持の傾向が強い。加えて、ピュー・リサーチ・センターの調査に
よれば、コロナについての意見の違いを決定づける要因として、人種は
二番目に重要であるにすぎず、一番は性別でも年齢でも住んでいる場所
でもなく、政党の選好であるという22）。全般に、共和党支持者はコロナ
の脅威や感染対策の必要性を低く見積もり、コロナ以前の生活様式への
回帰を早めようとする傾向が強い。
マスク着用やその義務化に関しても、二大政党間で大きな違いが生ま
れた。コロナウイルス流行開始当初、医療用でない簡便なマスクの感染
予防効果は疑われ、広く認知されるまでに時間を要した。この間、アメ
リカでは共和党支持者がマスク不要に、民主党支持者が必要を唱える方
に強く傾き、2020年 6月の調査でも、マスクが「いつでも」「ほとんど
の場合」必要と考える人は、共和党支持者でそれぞれ 29％と 23％であ
るのに対し、民主党支持者は 63％と 23％となった23）。
また、マスクの必要性については同意しても、着用義務化については
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懐疑的だという人々も多くいる。特に共和党支持者は政府による私人の
行動規制全般を嫌う傾向があり、銃規制反対論者も圧倒的に共和党支持
だ。そうした人々の間からは、マスク着用はあくまでも個人の選択に任
せるべきで、政府による規制は不要という主張が見られる。管轄領域を
同じくする首長どうしの意見が食い違う場合もあり、ジョージアでは州
都アトランタの市長（民主党）が市民にマスク着用を要請したところ、
州知事（共和党）によって訴えられるという事件まで起きた24）。
以上のような支持政党による認識の違いは、コロナ流行下の教会のあ
り方に関する意見においてもみられる。上述したように、アメリカ人の
79％は教会を集会規制の対象外とすることに反対していた（すなわち、
教会も集会規制の対象とされるべきとの見解を持っていた）が、共和党
支持者はその割合が 65％に下がる一方、民主党支持者は 93％が反対で
あった。また、教会に行く人に調査対象を限っても、対面での教会再開
を安全だと感じる人々は共和党支持者 79％、民主党支持者 44％との大
きな違いが出ている25）。
トランプ大統領の言動は、意見の違いを生み出すうえでも大きな役割
を担った。共和党の大統領であるトランプはもともと、政府による規
制、とくに経済活動への規制に否定的な態度を取っていた。そしてアメ
リカにおけるコロナ流行以降も、マスク着用やその義務化に消極的な姿
勢をみせる、都市封鎖を行った市長や知事を批判し、経済や学校の再開
を促すといった発言を行い、状況に影響を与えてきた。4月中頃からは、
全米各地で都市封鎖反対デモ、いわゆる「ロックダウン破り」が頻発し
たが、トランプは 4月 17日のTwitterに「ミネソタを解放せよ」「ミシ
ガンを解放せよ」「ヴァージニアを解放せよ」と投稿し、いずれも政府に
よる外出規制が行われていた3州においてロックダウン破りを煽ってい
る。なお、この 3州はいずれも知事が民主党所属であり、オハイオやユ
タのような、共和党知事の下に規制が行われていた場所には言及がな
かったことも取りざたされた26）。
当然予想されたことだが、トランプは教会の再開にも極めて積極的な
姿勢を示してきた。3月 24日、復活祭を約 3週間後に控えたこの日、
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トランプはテレビのインタビューに答え、「復活祭までには国家を再開
させたい」との希望を述べるとともに、復活祭を期限とした理由として、
「わたしにとって復活祭は非常に重要な日だ」「我が国全土で教会に人が
詰めかけるだろう…それは素晴らしい光景となるだろう」と述べてい
る27）。結局復活祭前後にアメリカのコロナ禍は収まる気配を見せなかっ
たが、その後もトランプは社会の様々な活動の再開を後押しし、教会の
再開も強く支持してきた。流行拡大が一時的に落ち着いた 5月 22日に
は、全国の知事に向けて礼拝所の再開を行うよう呼び掛けている28）。
教会再開やそのあり方に関して、トランプをはじめとする積極的再開
促進派の主張の問題は、それが医師や科学者のような感染対策の専門家
の意見以上に、科学的根拠が不明の信念に基づいてなされているように
見えることだ。コロナに対するマスクの予防効果が確かめられた後も、
トランプ周辺ではマスクなしの人々が目立ち、ついには 10月 2日にト
ランプ自身のコロナ罹患が発表された。コロナ以前からしばしば、トラ
ンプは事実とは明らかに異なる事柄をあたかも事実であるかのように
堂々と語り、「ポスト真実」や「独自の事実」といった言葉が状況を議論
する際に頻繁に使用された。科学軽視の姿勢は例えば地球温暖化問題に
関しても顕著であり、トランプは不要な地球温暖化対策が過重な規制を
課して企業活動を圧迫しているとの考えの下、気候変動についての科学
者の意見に耳を貸そうとしない。
こうした人物であるトランプが大統領たり得たのは、少なからぬアメ
リカ人もまた科学に懐疑的なために他ならない。森本あんりが『反知性
主義』において指摘したように、権威化した知への不信、すなわち反知
性主義は、アメリカらしさを形作る特徴でもある29）。

自由が深める分断？

科学的知見の指し示すところと人々の信念や意見が食い違うとき、ど
ちらが優先されるのかという問題は、新しいものではない。政治を巻き
込む大きな争点となった代表例が進化論論争だ。ダーウィンが『種の起
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源』を出版した 19世紀半ば以来現代に至るまで、アメリカでは生物進
化を信じていない人、進化そのものは受け入れてもそこに神の導きがあ
ると考える人の方が多く、全くの自然的過程によって生物種の変化が起
こると考える人は少数派だ30）。反進化論者は 20世紀を通じ、進化論教
育の禁止や、進化論に並ぶ説として神による創造説を教えることを求
め、自らの信念と整合する説明こそが教科書に載せるべき「事実」や「真
実」であると訴えてきた。だが、少なくとも進化論については科学者の
見解が教育政策に反映され、20世紀半ば以来現在まで、連邦最高裁判
所は公立学校の生物学の授業への反進化論導入は政教分離違反との意見
を維持している31）。
しかしながら、調査の数字が示す通り、学校が誤った知識を子供に与
えていると考える宗教的な人々は多い。20世紀後半には、やはり連邦
最高裁が公立学校での聖書を使った教導や祈りを禁止しており、宗教的
な人々の間からは、公教育が抱える様々な問題は「世俗化」が原因との
声も挙がる。連邦最高裁の判断が覆ればもちろん公立学校での宗教教育
は全米で一律に可能になるが、近年進んだのはむしろ教育の自由化によ
る公立学校教育からの離脱の動きだ。
例えば、アメリカのホームスクール運動の一翼は、宗教的な見地から
公立学校に不満を抱える人々によって担われてきた32）。また、1990年代
からは、チャーター・スクール（特別認可による公立学校設立・運営の
外部委託）や、バウチャー制度（公的教育資金をバウチャー（クーポン）
化して各家庭に分配、私立も含めた希望の学校への支払いに使用できる）
といった制度の活用が拡大していった33）。公立学校以外の選択肢が増え
ることで競争原理がはたらき教育の質が高まる、政府の方針に縛られな
いより自由で多様な教育ができるといったメリットが制度導入の際には
強調されたが、これらの制度は公立学校では不可能な特定の信仰に基づ
く教育を、税を財源とする公的資金の支援で施す道となりつつある。
宗教系私立学校に公的資金を投じようという動きは比較的新しい。か
つてのアメリカでは、それは政教分離違反でタブーであるとされてき
た。19世紀後半には宗教系私立学校への公的資金供与を憲法によって
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禁じる「ブレイン修正条項」追加運動も起こり、連邦レベルでは失敗し
たものの、州レベルでは実現したところもあった34）。だが、宗教系私立
学校に対する公的資金供与は、上記のような教育の自由化とともにゆる
み始めた。
また、この動きと並行的に、宗教系団体に対して公的資金によるサ
ポートを与えることが政教分離違反なのではなく、公的資金によるサ
ポートを与えない

4 4

ことの方が宗教に対する不当な差別であり、政教分離
違反に当たるとの考えが強まっていった。2020年 6月にはついにモン
タナ州のブレイン修正条項に違憲判決が出され、その他の州にも影響が
広まりそうだ35）。このような流れの下、コロナ流行下の雇用維持策とし
て、連邦政府が小規模ビジネスの給与補償を行う法律が成立し、宗教団
体もその対象とされた。税金で聖職者の給与が支給可能になるという、
かつてのアメリカでは考えられなかったことが起こったのである36）。
加えて、宗教学者ウィニフレッド・F・サリヴァンが指摘するように、

21世紀のアメリカでは、宗教を理由とした法的規制からの免除という、
もう一つの意味での信教の自由も拡大しつつある37）。2012年の連邦最
高裁判所は、教会の人事権を政府の干渉から保護するという観点から、
教会は雇用における差別禁止を定めた法律に従わなくてもよいとの判決
を出した。2014年にも連邦最高裁判所の判決により、福音派の家族経
営企業、すなわち営利企業が、従業員に提供する健康保険の中に避妊を
含める義務から免除された38）。これら近年のケースは、免除が個人だけ
ではなく団体に、しかも教会のような宗教団体だけではなく、営利企業
に対しても認められた点に新しさがある。「宗教」「宗教的」として国家
のお墨付きを得た団体が、本来であれば一律に課されるはずの法の規制
を逃れ、独自ルールのもとに活動することが、ますます広く認められつ
つあるといえる。
人々の価値観や物事の解釈が多様であることを前提に、その社会的な
承認を求めてきたのはリベラルの側であり、特に 20世紀半ば以降、信
教の自由は少数派宗教を信じる個人や集団を益してきた。だが21世紀
の現在、その訴えはむしろ保守の側から発され、リベラルな価値観の
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「押し付け」から宗教的価値観を守るために活用されようとしている。
2020年 9月には、リベラル派の最高裁判所判事ギンスバーグが死去
し、トランプが指名した保守派の判事バレットが翌月新たに就任した。
9人の最高裁判所判事中、保守とリベラルが 5対 4から 6対 3に変化す
ることとなり、保守が求める信教の自由の保護は一層強化されそうだ。
11月、連邦最高裁判所はニューヨーク州のコロナ対策宗教集会規制が
不当に厳しく、信教の自由を制限しているとして差し止めを命じてお
り、バレットが加わった効果は既に出始めているとの指摘もなされてい
る39）。
こうした信教の自由理解の先にあるものは各集団が自らにとっての真
理に閉じこもり、互いに触れ合わずに暮らす世界のようにも思える。イ
ンターネットの世界で「フィルター・バブル」なる言葉も生み出される
など、技術の進歩もこうした状況を後押ししている。インターネット検
索・視聴履歴が蓄積され、自分の好む情報を通し嫌う情報を弾くフィル
ターが強化されていく結果、意見の違う他者はその存在自体が見えない
ような小空間＝「バブル」が生み出されるというのだ。
インターネットからはQアノンのような極端な陰謀論の支持者も生

まれている。Qアノンとして緩やかに集う人々は、2017年にQを名乗
る人物が流し始めた「子供の性的虐待を行う悪魔崇拝集団が暗躍してお
り、トランプ大統領は彼らと秘密裡の戦いを進めている」説を中心に、
様々な陰謀論を信じる。当初は周縁的な存在にすぎなかったQアノン
だが、コロナ禍が吹き荒れた2020年春ごろ以降、主要SNSを通じその
主張が一般の人々の間にも広まっていった40）。11月の選挙では、ジョー
ジア州でQアノン支持者が連邦下院議員に当選した41）。コロナウイル
スに関して、Qアノンは死者数が水増しされている、マスクや都市封鎖
も本当は必要がないといった説を唱えている42）。Qアノンを一種の宗教
とみなす議論も存在するが、もしそうであるならば果たして、Qアノン
が主張する彼らの「真実」は、信教の自由の保護を受けるのであろうか。
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結び

現代の信教の自由はアメリカの分断を一層深めるようにも見える。だ
が、2020年のパンデミックは、私たちの住む世界は否応なしにつなが
りあっているという単純な事実をまざまざと示したはずだ。伝統的に外
界との交流を最小限に保ち、独自の信仰と価値を維持してきた保守的宗
教コミュニティがコロナ集団感染の場となり、周辺地域の脅威となると
いう事態はアメリカで既に起こっている。合衆国内で最初のコロナ流行
中心地となったニューヨークやニュージャージーの人口密集地にはユダ
ヤ教超正統派のコミュニティが多く存在し、感染が拡大するなかでも結
婚式や葬儀が通常通り行われて批判を浴びた43）。さらに、現代では同じ
「真実」を共有する人々は集まって住んでいるとは限らない。バーチャ
ルな空間でつながり合う人々は、物理空間においてはばらばらに散ら
ばって暮らしている。感染対策に万全を期し日々マスクを着用する人の
隣人は、マスク着用を拒むQアノンかもしれない。
隣り合って存在する他人と自分の真実が異なり、何を信じるのも自由
だと主張し続けることは、一体どの程度までできるのだろうか。とりわ
け、このコロナ禍の下でそうした立場はどれほど維持可能なのだろう
か。アメリカは既に一度、国内の意見が二分された末の内戦（Civil 
War、南北戦争）を経験している。「神のもとの一つの国家」とは、合衆
国公式の「忠誠の誓い」の文言だが、2020年は、アメリカにおけるその
「一つ」が今後どのようなものたるべきかが問い返される、節目の年と
なるのかもしれない。
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